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資料３－４ 

産業連関表の精度向上に係る課題について 

 

 

産業連関表の精度の向上に向けて、特にサービス業を中心にどのような課題の検討が必要か。 

＜主な検討課題＞ 

 ○ 部門の概念・定義 

 ○ 平成 28年経済センサス活動調査を用いた組替集計 

 ○ 構造調査等を用いた投入・産出の推計 

 

 

＜これまでの状況＞ 

１ 経済センサス活動調査（参考１：過去の産業連関技術会議に説明した組替集計の課題、参考２：

平成 28年調査の調査票等） 

経済センサス活動調査は、産業連関表の最重要な基礎資料となっており、特にサービス業につい

ては、国内生産額について経済センサス活動調査が唯一の基礎資料となっている場合も多い。産業

連関表では、経済センサス活動調査の調査票情報を用いて集計した結果（組替集計）を基礎資料と

している。 

平成 23 年表の産業連関技術会議では、売上未把握分の補完推計（特にサービス分野）と副業売

上の 22区分データの分解について今後の課題とされている。 

平成 28 年調査でも副業の把握は前回と同様である。ただし、小規模の個人経営事業所について

売上高の全体に占める規模や調査困難性の理由から産業共通調査票とされ、主業においても上位３

業種の把握とされた。 

 

   なお、経済センサス活動調査では、原則として日本標準産業分類細分類に基づき分類されている。

一方、産業連関表（基本分類）のサービス業はおおむね同小分類に相当している。 

 

 ２ 産業連関構造調査 

   サービス業の推計については、産業連関構造調査（主要なものは、サービス産業・非営利団体等

投入調査：直接経費、企業の管理活動等に関する実態調査：本社経費）が主な基礎資料となってお

り、基本的には投入側の計数をベースに推計している。 

 

３ 分類の状況（参考３） 
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資料３－４の参考１ 

平成 27 年 3月 19日第 15回産業連関技術会議資料２（抜粋版 別紙等略） 

 

経済センサス組替集計方法の改善について（素案） 

 

１ 導入 

１月 29日開催の第 14回産業連関技術会議でも御説明したとおり、経済センサス‐活動調査（以下

「経済センサス」と言います。）を用いて部門別国内生産額を推計するに当たっては、次の２点が、

今後も課題として認識されているところです。 

(1) 売上未把握分の補完推計（特にサービス分野） 

（参考図の②及び④の部分。以下丸数字のみで表記します。） 

(2) 22 区分データの分解（③） 

このうち、今回の資料では、次回表において考えられる(1)に関する改善案の一つについてまとめ

ました。 

〔参考図〕資料中で用いる経済センサスにおけるデータの把握区分 

 売上把握分 

（売上高と従業者数を把握） 

売上未把握分 

（従業者数のみ把握） 

品目別データ（基本的に主業） ① ② 

22区分データ（基本的に副業） ③ ④ 

 

組替集計の対象     組替集計の対象外 

２ 平成 23年表作成時において採用した手順 

（注）なお、平成 23 年表では、売上未把握分の補完推計及び 22 区分の分解・上乗せについては、サービス部門を中心に

実施 

 

(1) 品目別データの部分（① ⇒ ①＋②） 

平成 23 年表の作成時においては、品目別データに係る部分（①＋②）について、次のような流

れで試算値を作成しました。 

ⅰ）組替集計の一環として作成したＶ表初期値データ（産業分類別の商品産出表・全国ベー

ス）（①）に、産業別の従業者数比率（従業者総数／売上把握分の従業者数）〔経済センサ

スの公式集計から得られます。〕を乗じ 

ⅱ）その後、品目別に合算する 

 

(2) 22 区分データの部分（③ ⇒ ③＋④） 

また、22 区分データに係る部分（③＋④）ついては、組替集計で得られた 22 区分の売上高デー

タ（③）を、①に係る品目別売上高の比率で基本分類に分解した後、品目別の比率（（①＋②）／

①）を乗じることで、③＋④を求めました。  

 

(3) 都道府県ごとのデータ 

なお、都道府県ごとには、組替集計（補完推計前）のデータを提供して、個別に補完推計してい

ただくよう求めました。 
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３ 問題点 

(1) 都道府県ごとの状況が均一化されている点 

    この問題点を回避するためには、都道府県別の品目構成と従業者数比率のデータを用いる必要

があると考えられます。 
 
(2) 副業分に係る売上未把握分の補完推計を主業の比率で行っている点 

この問題点を回避するためには、個票の段階で、副業を行った産業ごとの比率を反映させ、そ

の上で集計し直す必要があるのではないかと考えられます。 

 

４ そこで、個票を、都道府県別・産業別の従業者数比率を用いて、あらかじめ補完し、

それを組替集計すれば、 

・都道府県別の状況 

・主業・副業ともに、実際にその活動を行った産業のデータ把握状況 

をより的確に反映した組替集計になる可能性があると考えられます。 

 

(1) メリット 

この方法を用いれば、次のようなメリットがあるのではないかと思われます。 

ⅰ）全国ベースの補完推計が、より適切になる可能性 

ⅱ）組替集計後の手順を簡素化、 

ⅲ）今回は、個別に対応をお願いしていた都道府県における補完推計の手間を国側で

行うことで、都道府県の負担軽減 

 

(2) 問題点 

しかし、この方法には、次のような大きな問題点があります。 

ⅰ）調査票には、売上高以外にも多くの項目について記入がなされているところであ

り、売上高のほか、どの項目について補完が許されるのかについての判断が極めて

困難と考えられます。 

ⅱ）また、補完処理をした個票を前提として組替集計を行うことから、組替集計のす

べての表に影響が及んでしまいます。 

ⅲ）仮に、個票の補完処理を売上高に限定したとしても、製造分野など売上未把握分

の補完推計を必要としなかった部門についても、補完推計後の値を提供してしまう

ことになります。 

 

５ そこで、今回行った組替集計の枠組みを維持しつつ、売上高に限定した追加集計を行

う方法が考えられます。（注） 

（注）追加集計自体は、売上高が把握されているすべての調査票を対象に行いますが、その結果については、基本的

に、サービス分野についてのみ利用することを想定しています。 
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(1) メリット 

これによると、次に掲げるようなメリットが考えられます。 

ⅰ）平成 23年表作成時の組替集計の枠組を維持した上で、売上高の補完推計が必要な

サービス部門について、都道府県別・産業別のデータ把握状況をより的確に反映し

たデータを提供することが可能になると考えられます。    

ⅱ）組替集計全体に影響を与えませんので、売上未把握分の補完推計を必要としない

分野に、引き続き補完推計前のデータの提供が可能になります。 

ⅲ）今回は、個別に対応をお願いしていた都道府県における補完推計を国側で行うこ

とで、都道府県の負担軽減できると考えられます。 

ⅳ）経済センサスの組替集計上の問題点を、22区分の分解に絞ることができると考え

られます。  

 

 

(2) 問題点 

しかし、この方法にも、次のような問題点があります。 

ⅰ）都道府県別に見た場合、産業内の全事業所が売上高未記入の場合が存在します。そのため、都

道府県別・産業別従業者数比率が作成できず、売上高の補完推計ができない場合があり、別途対

応が必要になります。 

  対応策としては、例えば、 

① 全国の従業者１人当たり品目別売上高を、当該県の従業者数に乗じる 

② 産業分類を適宜統合する 

といった方法が考えられます。 

しかし、①については、本来想定している組替方法の外から個別にデータを導入することにな

り、また、②については、統合ルールの設定方法が課題となります。 

ⅱ）従業者数比率の計算について、全国ベースでは産業細分類で問題なくても、都道府県別では、

事業所数が少ないことや格付不能の存在を考えると、産業小分類等で行うことも考えられます。 

なお、平成 23 年表の推計に当たり、都道府県ごとのサービス部門の補完推計については、前

記２(3)記載のとおり、組替集計（補完推計前）のデータを提供して、個別に補完推計していた

だくよう求めましたが、その際に用いる従業者数比率の計算は、小分類ベースで行う方法を示し

ています。 
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資料３－４の参考２ 

 

統計委員会第 52 回サービス統計・企業統計部会配布資料より 
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（【01】個人経営調査票） 
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（【22】事業所調査票（サービス関連産業Ｂ）） 
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資料３－４の参考３ 

平成 23 年表の部門分類（建設以降のサービス業） 

 

4111 -01 -011 住宅建築（木造） 5931 -01 情報サービス
4111 -02 -021 住宅建築（非木造） -011 ソフトウェア業
4112 -01 -011 非住宅建築（木造） -012 情報処理・提供サービス
4112 -02 -021 非住宅建築（非木造） 5941 -01 -011 インターネット附随サービス
4121 -01 -011 建設補修 5951 -01 -011 映像・音声・文字情報制作業
4131 -01 -011 道路関係公共事業 5951 -02 -021 新聞
4131 -02 -021 河川・下水道・その他の公共事業 5951 -03 -031 出版
4131 -03 -031 農林関係公共事業 6111 -01 -011 公務（中央）★★
4191 -01 -011 鉄道軌道建設 6112 -01 -011 公務（地方）★★
4191 -02 -021 電力施設建設 6311 -01 -011 学校教育（国公立）★★
4191 -03 -031 電気通信施設建設 6311 -02 -021 学校教育（私立）★
4191 -09 -099 その他の土木建設 6312 -01 -011 社会教育（国公立）★★

-001 事業用電力 6312 -02 -021 社会教育（非営利）★
4611 -01 事業用原子力発電 6312 -03 -031 その他の教育訓練機関（国公立）★★
4611 -02 事業用火力発電 6312 -04 -041 その他の教育訓練機関（産業）
4611 -03 水力・その他の事業用発電 6321 -01 -011 自然科学研究機関（国公立）★★
4611 -04 -041 自家発電 6321 -02 -021 人文科学研究機関（国公立）★★
4621 -01 -011 都市ガス 6321 -03 -031 自然科学研究機関（非営利）★
4622 -01 -011 熱供給業 6321 -04 -041 人文科学研究機関（非営利）★
4711 -01 -011 上水道・簡易水道 6321 -05 -051 自然科学研究機関（産業）
4711 -02 -021 工業用水 6321 -06 -061 人文科学研究機関（産業）
4711 -03 -031 下水道★★ 6322 -01 -011 企業内研究開発
4811 -01 -011 廃棄物処理（公営）★★ 6411 -01 -011 医療（入院診療）
4811 -02 -021 廃棄物処理（産業） 6411 -02 -021 医療（入院外診療）
5111 -01 -011 卸売 6411 -03 -031 医療（歯科診療）
5112 -01 -011 小売 6411 -04 -041 医療（調剤）
5311 -01 金融 6411 -05 -051 医療（その他の医療サービス）

-011 公的金融（ＦＩＳＩＭ） 6421 -01 -011 保健衛生（国公立）★★
-012 民間金融（ＦＩＳＩＭ） 6421 -02 -021 保健衛生（産業）
-013 公的金融（手数料） 6431 -01 -011 社会保険事業★★
-014 民間金融（手数料） 6431 -02 -021 社会福祉（国公立）★★

5312 -01 -011 生命保険 6431 -03 -031 社会福祉（非営利）★
5312 -02 -021 損害保険 6431 -04 -041 社会福祉（産業）
5511 -01 -011 不動産仲介・管理業 6441 -01 -011 介護（施設サービス）
5511 -02 -021 不動産賃貸業 6441 -02 -021 介護（施設サービスを除く。）
5521 -01 -011 住宅賃貸料 6599 -01 -011 対企業民間非営利団体
5531 -01 -011 住宅賃貸料（帰属家賃） 6599 -02 -021 対家計民間非営利団体（別掲を除く。）★
5711 -01 -011 鉄道旅客輸送 6611 -01 物品賃貸業（貸自動車を除く。）
5712 -01 -011 鉄道貨物輸送 -011 産業用機械器具（建設機械器具を除く。）賃貸業
5721 -01 -011 バス -012 建設機械器具賃貸業
5721 -02 -021 ハイヤー・タクシー -013 電子計算機・同関連機器賃貸業
5722 -01 -011 道路貨物輸送（自家輸送を除く ） -014 事務用機械器具（電算機等を除く。）賃貸業
5731 -01P -011P 自家輸送（旅客自動車） -015 スポーツ・娯楽用品・その他の物品賃貸業
5732 -01P -011P 自家輸送（貨物自動車） 6612 -01 -011 貸自動車業
5741 -01 -011 外洋輸送 6621 -01 広告
5742 -01 沿海・内水面輸送 -011 テレビ・ラジオ広告

-011 沿海・内水面旅客輸送 -012 新聞・雑誌・その他の広告
-012 沿海・内水面貨物輸送 6631 -10 -101 自動車整備

5743 -01 -011 港湾運送 6632 -10 -101 機械修理
5751 -01 航空輸送 6699 -01 -011 法務・財務・会計サービス

-011 国際航空輸送 6699 -02 -021 土木建築サービス
-012 国内航空旅客輸送 6699 -03 -031 労働者派遣サービス
-013 国内航空貨物輸送 6699 -04 -041 建物サービス
-014 航空機使用事業 6699 -05 -051 警備業

5761 -01 -011 貨物利用運送 6699 -09 -099 その他の対事業所サービス
5771 -01 -011 倉庫 6711 -01 -011 宿泊業
5781 -01 -011 こん包 6721 -01 -011 飲食サービス
5789 -01 -011 道路輸送施設提供 6731 -01 -011 洗濯業
5789 -02 -021 水運施設管理★★ 6731 -02 -021 理容業
5789 -03 -031 水運附帯サービス 6731 -03 -031 美容業
5789 -04 -041 航空施設管理（国公営）★★ 6731 -04 -041 浴場業
5789 -05 -051 航空施設管理（産業） 6731 -09 -099 その他の洗濯・理容・美容・浴場業
5789 -06 -061 航空附帯サービス 6741 -01 -011 映画館
5789 -09 -099 旅行・その他の運輸附帯サービス 6741 -02 -021 興行場（映画館を除く。）・興行団
5791 -01 -011 郵便・信書便 6741 -03 -031 競輪・競馬等の競走場・競技団
5911 -01 -011 固定電気通信 6741 -04 -041 スポーツ施設提供業・公園・遊園地
5911 -02 -021 移動電気通信 6741 -05 -051 遊戯場
5911 -09 -099 その他の電気通信 6741 -09 -099 その他の娯楽
5919 -09 -099 その他の通信サービス 6799 -01 -011 写真業
5921 -01 -011 公共放送 6799 -02 -021 冠婚葬祭業
5921 -02 -021 民間放送 6799 -03 -031 個人教授業
5921 -03 -031 有線放送 6799 -04 -041 各種修理業（別掲を除く。）

6799 -09 -099 その他の対個人サービス

部 門 名列 行
分類コード 部 門 名列 行

分類コード


